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１ 募集の趣旨 

  介護が必要になった高齢者等が、できる限り住み慣れた地域での生活を継

続できるように岡崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、地域密

着型サービスの整備を図る。 

 

２ 募集する地域密着型サービスの種類及び整備数 

 ⑴ 認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護（認

知症高齢者グループホーム） （２ユニット18名定員のもの） ２か所 

 ⑵ 整備する日常生活圏域：市内全圏域（ただし、令和８年度の各圏域の認

定者数の推計に対し認知症高齢者グループホー

ムの床数が少ない圏域を評価する。） 

 

３ 応募事業者の資格要件 

  事業者は、次に掲げる要件を満たすものであること。 

 ⑴ 介護保険法第78条の２第４項及び第115条の12第２項に定める欠格事項

に該当しないこと。 

 ⑵ 確実な運営を行うために十分な経済基盤、事業に対する知識及び経験を

有するものであること。 

 ⑶ 実務を担当する幹部職員が、社会福祉事業について熱意と理解を有し、

かつ、実際に事業運営の責務を果たし得るものであること。 

 ⑷ 県及び市等の指摘事項が、改善済み又は法人運営・施設運営等に関して

重大な問題を起こしたことがないこと。 

 ⑸ 応募事業者が、設置主体の理事長等代表者であること。 

 ⑹ 法人の役員等が、岡崎市暴力団排除条例第２条第２項に規定する暴力団

員又は暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

 

４ 土地及び建物 

 ⑴ 建設用地は、立地上の支障がないこと、整備において遵守する規制、必

要な手続について、以下の関係法令等の担当部署に確認した上で選定し、

確認した内容は、「建設予定地に関する事前相談記録」（参考様式５）に記

載し提出すること。 

  ・農地法（農業委員会事務局） 

  ・農業振興地域の整備に関する法律（経済振興部農務課） 

  ・建築基準法、都市計画法（都市政策部建築指導課） 

  ・岡崎市土地利用基本条例に基づく大規模土地利用行為に係る事前協議、

岡崎市周辺環境に影響を及ぼすおそれのある特定事業の手続及び実施に

関する条例、国土利用計画法に基づく土地取引届出（都市政策部都市計



画課） 

  ・消防法（消防本部予防課） 

  ※ 必要に応じて上記以外の法令等の適合性についても確認を行い、「建設

予定地に関する事前相談記録」（参考様式５）に記載してください。 

 ⑵ 建物用地は、災害（水害、崖地、土砂など）に対する安全性が確保され

ており、都市計画法第 33条第１項第８号により開発行為が禁止されている

区域（以下「災害レッドゾーン」という。）及び土砂災害警戒区域、洪水浸

水想定区域等、災害による被害が想定される区域に指定されている区域（災

害イエローゾーン）を含まないこと。 

 ⑶ 建物用地若しくは建物又はその両方の貸与を受ける場合は、認知症高齢

者グル―プホームを経営する事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権

を設定し、かつ、これを登記すること（第三者への対抗要件を備えること）。 

 ⑷ 建物は、感染症に対応するゾーニング等も考慮して計画すること。 

 ⑸ 本事業の用に供する土地及び建物については、本事業以外の目的による

抵当権その他認知症高齢者グループホームとしての利用を制限するおそれ

のある権利が存しないこと。 

 ⑹ 居室については、「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防

サービスに関する基準について（平成 18年３月 31日老計発第 0331004号、

老振発第 0331004号、老老発第 0331017号）」の第３「地域密着型サービス」・

七「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」・５「ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設」・（２）設備に関する要件④ロで示される配置

となるよう努めること。 

 

５ 補助金 

  本事業が市の補助対象事業となる場合には、次の条件を満たすこと。（ただ

し、現時点において補助金の交付を確約するものではありません。） 

 ⑴ 補助金の内示後に、ただちに補助金交付申請をし、交付決定後に事業に

着手し、令和８年度中に補助事業を完了すること。 

 ⑵ 建設工事を行うために締結する契約については、本市が定める「社会福

祉施設整備に係る契約事務の基準」に準拠すること。 

 ⑶ 市の補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従

物並びに市の補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が30万

円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経過するまで、市

長の承認を受けないで、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならないこと。 

 



６ 基準、介護報酬等 

  次の岡崎市条例及び厚生労働省令による。 

 ・岡崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関す 

る条例（令和元年岡崎市条例第 32号） 

 ・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 18

年厚生労働省告示第126号） 

 ・指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平

成 18年厚生労働省告示第 128号） 

 

７ 応募方法 

⑴  提出書類：原本１部、副本１部を提出してください。 

        ※別紙「応募申込に関する提出書類」のとおり 

 ⑵ 受付期間：令和７年７月１日（火）～令和７年８月 22日（金） 

        午前９時～午後４時 30分（※要電話予約） 

 ⑶ 提 出 先：介護保険課 事業所指定係（福祉会館１階⑲番窓口） 

        電話 （０５６４）２３－６６４６ 

 

８ 整備予定事業者の選定について 

 ⑴ 整備予定事業者の選定方法 

   岡崎市では、地域密着型サービスの指定申請の前に、手続の円滑化を図

る目的で、事前協議を行っていただくこととしています。受付期間内に必

要書類を提出していただき、別添の選定評価項目に基づく書類審査と岡崎

市地域包括支援センター・地域密着型サービス運営協議会における応募事

業者への面接審査を行います。その後、同協議会での検討を経て、市長が

決定します。 

⑵  選定結果公表 

ア 選定結果は、11月上旬（予定）に文書で通知します。 

  イ 決定事業者名等はホームページで公表します。 

 ⑶ その他 

  ア 該当サービスに事業者の応募がなかった場合及び選定の結果、選定基

準に満たない等により整備予定事業者が決定しなかった場合は、再度募

集を行う場合があります。 

  イ 正当な理由なく面接審査を拒否したり、無断で欠席したりした場合は、

整備予定事業者として選定しないことがあります。 

  ウ 書類審査の結果に変更を生じるおそれがあるため、整備予定事業者決

定後の応募内容の変更は原則認めません（ただし、本市の指導によるも

のは除く。）。やむを得ず変更する場合は、担当（介護保険課 事業所指



定係）に相談してください。実際の事業内容が応募内容から許可なく変

更された場合は、整備予定事業者の決定を取り消すことがあります。 

    また、整備予定事業者は、後に正式な指定申請を行っていただくこと

になりますが、人員、設備及び運営等の基準を満たしていない場合のほ

か、事前の相談なく応募内容と異なる事業内容の申請をした場合は、地

域密着型サービス事業者として指定しないことがあります。 

 

９ 応募に当たっての留意点 

 ⑴ 事前協議に関する費用は、全て申請者の負担とします。 

 ⑵ 提出された書類の提出期限以降における差替え及び再提出は認めません。 

 ⑶ 事前協議に当たって確認が必要とされた場合、追加資料の提出を求めた

り、ヒアリングを実施する場合があります。 

 ⑷ 応募書類に申請法人以外の法人名称等を記載される場合は、無断で記載

することのないよう、あらかじめその法人等へ承諾を得た上で記載するよ

うにしてください。 

 ⑸ 応募書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効にするとともに、虚偽

の記載をした者について、所要の措置を講じることがあります。 

 ⑹ 市が受理した書類は、理由の如何に関わらず返却しません。 

   公文書開示請求があった場合は、岡崎市情報公開条例に基づき、原則と

して開示します。 

 ⑺ 応募受付後に事前協議を辞退する場合には、辞退届を提出してください。 

 ⑻ 応募事業者は、応募書類の提出をもって、公募内容を承諾したものとみ

なします。 

 ⑼ 応募状況や他の応募事業者に関する情報等への問合せには回答しません。 

 ⑽ 選定されなかったことによる一切の損害等については、岡崎市が責任を

負うものではありません。 



別紙 

＜応募申込に関する提出書類＞ 

 ① 地域密着型サービス等事業者の指定に係る事前協議申出書（様式第１号） 

 ② 定款（最新のもの） 

 ③ 法人登記簿謄本（応募申込日前３か月以内に発行されたもの） 

 ④ 欠格事項等に該当しない旨の誓約書（参考様式１） 

 ⑤ 役員名簿（住所、氏名、生年月日、職業、略歴等を記載したもの） 

 ⑥ 事業者概要（事業経歴・実績、現在運営している施設又は事業に関する

資料、令和２年度～令和６年度の実地指導において文書指摘を受けた場合

は当該通知の写しを添付すること） 

  ※ 過去５年間において実地指導が行われていない場合は、直近の実地指

導において文書指摘があった場合のみ当該通知の写しを添付すること 

 ⑦ 決算書類（直近２年間分） 

 ⑧ 資金計画書 

 ⑨ 開設提案書（開設理由、運営理念、基本方針、医療との連携、防災対策、

衛生管理、感染症対策、業務継続計画の策定及び研修・訓練、事故防止・

安全対策、苦情処理体制、ハラスメント対策、身体拘束禁止、高齢者虐待

防止、介護現場の生産性の向上、食事内容や居住環境（ソフト面）への配

慮等） 

  ※ 協力医療機関については、内諾書（協力内容のわかるもの・任意様式）

を添付すること 

 ⑩ 地域等連携計画書 

 ⑪ 職員配置計画 

  ア 従事予定職員名簿（職種、勤務形態、資格、経験等を記載すること） 

  イ 勤務体制表（参考様式２） 

  ウ 研修計画 

  エ 福利厚生 

  オ 職員の離職状況（過去３年間分）（参考様式３） 

 ⑫ 施設利用料金表（様式第２号） 

 ⑬ 事業スケジュール（開設前、開設後のスケジュール）（補助金を活用する

場合は、内示後に交付申請事務を執り進める必要があることに留意するこ

と。） 

 ⑭ 基本計画図面（配置図、平面図等） 

 ⑮ 開設予定地計画書 

  ア 公図、位置図（近隣の住宅地図等） 

  イ 土地・建物登記簿謄本（借地、借家の場合を含む。） 

  ウ 借地、借家、土地購入に関する契約書の写し、合意書等 



 ⑯ 周辺環境図（参考様式４） 

 ⑰ 建設予定地に関する事前相談記録（「４土地及び建物」参照。参考様式５） 

 ⑱ 過去５年間の公募による施設整備等の実績一覧（参考様式６） 


